
 

OECDの国際教員指導環境調査（TALIS）は、教員、校長、学校の学習環境について大規模に実施した国際調査であ

る。本カントリーノートは、主流教育の公・私立学校の前期中等教育課程の教員および校長に対する調査結果をまとめたも

のである。 

日本について 

I. 教員と校長が考える教職 

 教職の地位は教員の採用やその後の定着の重要な要素になり得る。そこで TALIS 2018では、教員が教職の地位

をどう捉えているのかを把握するために、「教職は社会的に高く評価されていると思う」かを教員に質問した。日本の

教員は「当てはまる」または「非常によく当てはまる」と回答した割合が 34％に上り、TALIS 参加国・地域の平均

（26％）を上回っている。 

図 1．教職に対する教員・校長の満足度 

前期中等教育課程の教員および校長の調査結果 
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Note: Only countries and economies with available data are shown. 

Source: OECD, TALIS 2018 Database, Tables II.2.1, II.2.16, II.3.56, II.3.65, II.3.59 and II.3.66. 

 「教職は社会的に高く評価されていると思う」と回答した教員の割合は 2013年から 2018年の間に、比較可能なデ

ータがある TALIS参加国・地域の半数近くで増加した。日本では、この期間に 6ポイント増加している。 

 TALIS では仕事に対する満足度を、教員が仕事から得られる達成感や喜びと定義している。仕事に対する満足度

は、教員の取り組み姿勢や成果に良い影響をもたらすこともある。日本の場合、「全体としてみれば、この仕事に満

足している」と回答した教員の割合は 82％（TALIS参加国・地域の平均は 90％）で最下位である。このような差

の原因は、教員としての雇用条件（給与を除く）に対する満足度によるところが大きいと思われる。雇用条件に満

足していると回答した教員は、TALIS 参加国・地域は平均 66％であるのに対し、日本は 40％である。対照的に、

給与に満足していると回答した教員が日本では 42％に上り、TALIS 参加国・地域の平均（39％）を上回ってい

る。 

 日本は校長の 93％が「全体としてみれば、この仕事に満足している」と回答している（TALIS 参加国・地域の平均

は 95％）。また、教員の調査結果と同様に校長についても、教員としての雇用条件（給与を除く）に対する満足

度が他の TALIS 参加国・地域よりも低い傾向がみられる（満足しているとの回答は、日本の 48％に対し、TALIS

参加国・地域の平均は 66％）。給与に満足していると回答した校長も 29％に留まり、TALIS 参加国・地域の平

均（47％）を下回っている、 

II. 労働条件、他校への異動、教員減少リスク 

 教員の満足度を左右するのは、どのような要因だろうか。キャリアの安定に加えて、異動や労働条件も教員の満足

度に大きく作用していると思われる。キャリアの安定については、教員と校長の給与や賞与を引き上げ、終身雇用に

よってこれを保証すると、コストを抑えて政府支出の柔軟性を確保する必要性と競合する恐れがある。 

図 2．教員の労働条件、他校への異動、教員減少リスク 

前期中等教育課程の教員の調査結果 

 

 

Note: Only countries and economies with available data are shown. 
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Source: OECD, TALIS 2018 Database, Tables II.3.1, II.2.16, II.2.63, II.2.36, and II.2.43. 

 日本では、75％の教員が終身雇用契約（定年以前に雇用の終了時期の定めがない継続的雇用契約）で雇用

されている（TALIS 参加国・地域の平均は 82％）。1 年以下の契約で雇用されている教員は、日本では 18％に

上り、TALIS参加国・地域の平均（12％）を上回っている。1年以下の契約で雇用される日本の教員の割合は、

この 5 年で 5 ポイント増加しており、このような契約の教員の場合、授業に対する自己効力感が低い傾向がみられ

る。 

 教員の異動に関して、日本では 31％の教員が、「可能なら別の学校に異動したい」と考えている（TALIS参加国・

地域の平均は 20％）。TALIS参加国・地域全体でみると、他校に異動したいと考えている教員は、教職に対する

満足度が低い傾向にあり、そもそも教職は第一志望ではなく、勤務先の学校では若手に属し、経験も浅い。また、

こうした教員は常勤でない場合が多く、対象学級には社会経済的に困難な家庭環境の生徒や学業成績が低い

生徒、問題行動を起こす生徒が少なからず多く集まっている傾向がみられる。 

 他校への異動を考えている日本の教員の割合が高いことは、現在の勤務環境に対する満足度が低いことで説明が

つくと思われる。事実、日本では「現在の学校での仕事を楽しんでいる」と回答した教員の割合（日本の 78％に対

し、TALIS 参加国・地域の平均は 90％）も、「この学校を良い職場だと人に勧めることができる」との回答の割合

（日本の 62％に対し、TALIS 参加国・地域の平均は 83％）も最下位である。また日本は、「現在の学校での自

分の仕事の成果に満足している」との記述に、当てはまらないと回答している教員の割合が半数を超える唯一の国

でもある（日本の 51％に対し、TALIS 参加国・地域の平均は 7％）。だが、それ以上に驚きなのは、最下位の日

本とその次の国との間に 30 ポイントもの開きがあることだ。このように現在の勤務環境に対する満足度が低いことを

背景に、日本では「もう一度仕事を選べるとしたら、また教員になりたい」と回答した教員は、かろうじて半数に届く程

度（55％）である（TALIS参加国・地域の平均は 76％）。 

 教員の異動に関連するもう一つの要素が教員の減少である。教員が減少すると学校の雰囲気や授業の実施に悪

影響を及ぼし、生徒の成績まで左右する恐れがある。また、教員が減少すれば、相応しい資格の教員を赴任させな

ければならず、教育システムに多大なコストをもたらしかねない。TALIS では、この教員減少のリスクを直接測定する

代わりに「今後何年間、教員として働き続けたいと思うか」質問した。日本では教員の 25％が今後 5年以内に教職

を離れたいと回答しており、TALIS 参加国・地域の平均もほぼ同様である。ただし、今後 5 年以内に教職を離れた

いと回答した 50歳以下の教員の割合は、日本は 10％で TALIS参加国・地域の平均（14％）を下回っている。 

 職務上の強いストレスは、教員の仕事に対する満足度や教職を続ける意思にも結び付く可能性がある。また、スト

レスのある環境や状況は、教員や校長の実践や意欲のみならず、生徒の学業成績にも影響を及ぼす可能性がある。

「職務上のストレスを感じる」ことが「非常によくある」と回答する教員の割合は日本では 20％であり、TALIS 参加

国・地域の平均（18％）と比べて統計的有意差はない。 

 TALIS 参加国・地域の教員のほぼ半数が、「職務上のストレスを感じる」ことが「かなりある」または「非常によくある」

ことの原因として、「事務的な業務が多すぎること」を挙げている。日本の場合、「職務上のストレスを感じる」ことが

「かなりある」または「非常によくある」ことの原因の上位 3つに事務的な業務が入っており、内容は「保護者の懸念に

対処すること」から「生徒の学力に対して責任を負っていること」まで幅広い。日本ではこうした事務的な業務に週 5

時間以上を費やしており、ストレスの原因になっていることの説明がつく。校長に対する調査からも、この上位 3 つをス

トレスに感じていることが分かる。 

 TALIS 参加国・地域全体でみると、「職務上のストレスを感じる」ことが「非常によくある」と回答した教員の場合、そ

れ以外の教員よりも、5 年以内に教職を離れるつもりであるとの回答が 2 倍ほど多かった。日本の場合には、「職務

上のストレスを感じる」ことが「非常によくある」と回答した教員は、それ以外の教員よりも、5 年以内に教職を離れた

いとの回答が 2～3倍多かった。 

III. 職務上の自律性、教員間の協力、勉強会の支援 

 TALIS は、教員の仕事を一段とやりがいのある充実したものにする明るい方向を示している。教員の自律性は、教

室で新たな試みを行うための重要な要素である。「学習課程の内容の決定」に主導権があると回答した教員は、日

本が 75％であるのに対し、TALIS 参加国・地域の平均は 84％に上る。日本では、授業に関する主導権の度合い

について満足度が高い教員の方が、新たな試みを行える環境の中で仕事をしていると回答する傾向がある。 

 学校の理念や目標を定めるにあたり、教員に与えられる発言の機会は、教員のリーダーシップを構成する不可欠な

要素である。学校の方針、授業の内容、指導に伴う仕事の多くについて、教員に大きな責任を任せていると回答し

た校長は、日本では 11％に留まり、TALIS参加国・地域の平均（42％）を下回っている。 
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 日本では校長が指導的リーダーシップを発揮する時間も不足しており、そのための 3 つの取り組み――「教員が担当

する生徒の学習成果について責任を感じるよう具体的な取り組みを行った」（日本 30％、TALIS 参加国・地域の

平均 68％）「教員が指導能力の向上に責任を持つよう具体的 な取り組みを行った」（日本 45％、TALIS 参加

国・地域の平均 63％）「新たな指導実践を開発するための教員間の協力 を支援する取り組みを行った」（日本

31％、TALIS参加国・地域の平均 59％）――を行ったと回答した校長の割合は、いずれについても半分に届かな

い。 

図 3．自律性、教員間の協力、勉強会 

前期中等教育課程の教員および校長の調査結果 

 

 

Note: Only countries and economies with available data are shown. 

Source: OECD, TALIS 2018 Database, Tables II.5.32, II.5.31, II.5.12, II.4.24 and II.4.1. 

 学校で新たな取り組みを行うためには、同僚教員の支援や校長の指導が必要である。日本では教員の 83％が「お

互いに助け合う協力的な学校文化がある」と回答している（TALIS 参加国・地域の平均は 81％）。一方で、過

去 12カ月の間に定期的に「新たな指導実践を開発するための教員間の協力 を支援する取り組みを行った」と回答

した校長の割合は日本が最も低く、TALIS 参加国・地域の平均が 59％であるのに対し、日本はわずか 31％であ

る。 

 校長には平等で協力的な勤務環境を作り出すことができる。「この学校は、教職員が学校の意思決定に積極的に

参加する機会を提供している」と回答した教員の割合は日本が 77％で、TALIS 参加国・地域の平均も同程度で

ある。TALIS 参加国・地域全体では、この記述が当てはまると回答した教員は、より頻繁に何らかの形での連携に

取り組んでいる傾向がある。 

 専門性の高い勉強会は効果的で新しい実践の盤石な基盤になり得る。TALIS 参加国・地域全体でみると、教員

間の交流が密で専門性の高い勉強会を行っている教員の方が、認知力の活性化といった効果的な指導実践を頻

繁に活用している傾向があるものの、こうした勉強会の頻度は低く、月に 1回以上「専門性を高めるための勉強会に
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参加する」と回答した教員の割合は、日本が最も低い（日本 6％、TALIS 参加国・地域の平均 21％）。その一

方で、月に 1 回以上「チーム・ティーチングを行う」と回答した日本の教員の割合は 58％で、TALIS 参加国・地域の

平均 28％を大きく上回っている。ただし、この傾向は公立学校の教員に多く見られ、私立学校とは 29 ポイントの差

がある。 

IV. フィードバックと評価制度の最大限の活用 

 教員へのフィードバックは、授業の手法や実践に対する教員の理解を深めることを目的としており、指導の質を向上

させる重要な手段である。フィードバックを行うことで、教育を実践する教員の優れた点を評価するだけでなく、改善

点にも対処できるため、教員の能力向上に役立つ。日本では、学校でフィードバックを受けたことが全くないと回答し

た教員は 6％に留まり、TALIS 参加国・地域の平均 10％と比べて明るい結果である。フィードバックに最もよく用い

る情報は、TALIS 参加国・地域では「授業観察」と「学校内と学級内での生徒の成果」、日本の場合には、「授業

観察」「学校内と学級内での生徒の成果」「指導している生徒の外部テストの結果」である。 

 日本では、過去 12 カ月の間にフィードバックを受けた教員の 80％が、「指導実践によい影響を与えた」と回答してい

る（TALIS参加国・地域の平均は 71％）。日本を含む全ての TALIS参加国・地域で、複数の情報に基づいてフ

ィードバックを受けたと回答した教員の方が、「フィードバックが指導実践によい影響を与えた」と回答する傾向がある。

日本では 59％の教員が、4 つ以上の情報に基づいて、いずれかの時点でフィードバックを受けたと回答しており、

TALIS参加国・地域の平均（52％）を上回っている。 

図 4．フィードバックと評価 

前期中等教育課程の教員および校長の調査結果 

 

Note: Only countries and economies with available data are shown. 

Source: OECD, TALIS 2018 Database, Tables II.4.48, II.4.47, II.3.30, II.5.1 and II.3.48. 

 教員の評価に用いる公式の評価制度は、教員の取り組みを認め、評価する機会となるため、教員による指導実践

の向上を継続的に促すものである。日本では 9％の教員の勤務先で、教員への公的評価を実施していないと校長
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が回答しており、TALIS 参加国・地域の平均（7％）と比べて統計的有意差はないものの、2013 年から 2018 年

の間に 5 ポイントも増加している。また日本の場合、評価制度がない学校の教員が、過去 12 カ月の間に受けた「フ

ィードバックが指導実践によい影響を与えた」と回答することは著しく少ない。 

 評価を有効に活かすためには、然るべき成果につなげる必要がある。例えば、評価を実施した後、指導の改善のた

めに校内指導者（メンター）をつける、あるいは職能開発の計画を立案するといったことは、評価が果たすべき役割

に沿ったものである。日本では 94％の教員の勤務先で、評価後に職能開発や研修計画の立案を行うことが一般的

だが（TALIS 参加国・地域の平均は 90％）、メンターをつけることは 49％に留まっている（TALIS 参加国・地域

の平均は 71％）。また評価の後、指導の改善点について対応を「必ず」話し合うと回答した日本の教員はわずか

1％である。 

 優れた成果を挙げ、定められた基準を守るという目標は、成果の向上を目指す誘因（昇給や賞与など）と連動し

ている場合がある。日本では過去 5 年の間に、勤務先では評価が昇給や賞与につながる場合があると回答した教

員が 13ポイント増加している。 

 日本では、学校運営側に給与に関する権限がある場合、評価が昇給や賞与に連動していると回答した教員の割

合は 43％である（TALIS参加国・地域の平均は 55％）。一方、学校運営側に給与に関する権限がない場合は

19％である（TALIS参加国・地域の平均は 30％）。このように TALIS参加国・地域の平均と開きがあるのは、校

長の自立性が低く、教職員の数が多すぎることで説明がつく。校長への調査によると、昇給や賞与に関して権限が

ある学校はわずか 11％で、TALIS参加国・地域の平均（32％）を下回っている。 

V. TALIS 2018の主な特徴 

国際教員指導環境調査（TALIS）は、教員およびその校長を対象としたアンケート調査である。その主な目的は、生徒の

学習に影響を与える側面に重きを置きつつ、校長・教員・指導を中心に据えた方針の策定および実施に関連する、国際的

に比較可能な情報を生成することである。 

第 1 に TALIS は、教職に就くことを奨励し、効果的な指導と学習が期待できる最良の状況を促進する政策を、政策立案

者が見直し、策定することに役立つ。第 2 に、教員、校長、教育関係者が自らの実践を検討、協議した上で、これを強化す

る方法を見い出すことに TALISは役立つ。第 3に TALISは、過去の調査に基づき、研究者に今後の研究活動の情報を提

供するものである。 

 TALIS 2018 では次のテーマを取り上げた。教員の指導実践、学校のリーダーシップ、教員の専門実践、教員の教

育と初期研修、教員のフィードバックと職能開発、学校の雰囲気、仕事の満足度、教員人材の問題と関係者の関

係、教員の自己効力感の 9 つである。また分野横断的なテーマであるイノベーションと、平等と多様性の 2 つが追加

された。 

 TALIS は、主流教育の公・私立学校の前期中等教育課程の教員とその校長を対象とする国際調査である。

TALIS 2018 では、他に 3 つの集団を調査対象に加えた。日本を含む 15 カ国・地域の初等教育課程（国際標

準教育分類のレベル 1）の教員および校長と 11 カ国・地域の後期中等教育課程（国際標準教育分類のレベル

3）の教員および校長に加えて、OECDが 2018年に実施した生徒の学習到達度調査（PISA）に参加した 9 カ

国・地域の学校でも調査を実施した。 

 各国は 200 校の教員および校長 4,000 人を無作為に抽出して代表サンプルとし、48 カ国・地域全体で約 26 万

人の教員が、800万人余りの教員を代表して調査に回答した。日本は、前期中等教育課程の教員 3,555人と校

長 195人が TALISのアンケート調査に回答した。 

 2019 年 6 月 19 日発行の TALIS 2018 の第 1 巻「生涯学習者としての教員と校長」では、教員の知識・能力と

校長の専門家としての意識について分析した。また、2020年 3月 23日発行の第 2巻「高く評価される専門職とし

ての教員と校長」では、教職の威信、キャリアの機会、教員同士が協力する文化、自立性について探った。 

 本カントリーノートのデータはすべて、第 2巻の報告書から抜粋したものである。データの出典（各図の出典を除く）は

次の通り。セクション I：表 II.2.5、II.2.27。セクション II：表 II.3.6、II.2.22、II.2.63、II.2.43、II.2.47、II.2.67。セ

クション III：表 II.5.37、II.4.24、II.4.17。セクション IV：表 II.4.37、II.4.44、II.4.55、II.3.42、II.3.52。 

This work is published under the responsibility of the Secretary-General of the OECD. The opinions expressed and arguments 

employed herein do not necessarily reflect the official views of OECD member countries. 
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